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(1) 動機： 日本は地震大国であり，二次災害でもある

延焼被害を多く受けている．延焼は十分な消火活

動が得られないまま時間経過とともに被害と死者が

発生する可能性のある悲惨な被害であり，阪神淡

路大震災において多数の被害が発生した．その対

策には，延焼危険地域の的確な把握が必要となる．

本研究では全国規模という大規模な建物形状が含

まれた地理空間情報を分析するという視点から，過

去の大規模な震災被害における延焼メカニズムを

システム化した特定指標に基づく延焼シミュレーシ

ョンではなく，過去の震災において延焼被害は発

生した地域と類似の配置形態を有する地域を GIS
と画像処理の両技術により把握し，広範囲を対象

に延焼危険度が相対的に高い地域を抽出する手

法を構築することを目的としている． 
(2) 方法： 本研究の手法では，まず地震被害に被害

が大きかった地域をモデル地域（御蔵町 3,4 丁目，

菅原町 3,4 丁目）として設定する．次に，断層分布

から地震発生確率の高い地域を解析対象地域（今

回は京都市）として設定する．そして，解析対象地

域の中から，モデル地域と類似の配置形態を有す

る地域を画像相関法を用いて抽出し，建物属性の

準耐火建築物割合を算出し，モデル地域と配置形

態の類似性が高く，かつ準耐火建築物の割合が相

対的に高い地域を延焼危険地域として抽出する．  

(3) 結果： 画像相関値，メッシュに対する準耐火建築

物割合を可視化したものが図 1 の A,B である．A,B
と同様に，全床面積に対する準耐火建築物割合も

算出した．これはメッシュ内の建築面積に対する

準耐火建築物の建築面積の割合の分布で B が同

じ値の場合，準耐火建築部が単独で分布してい

るか，周辺にその他の建築物が分布しているか

を判別するのに用いる．これらの結果より京都市

の各区のモデル地域との配置形態との類似性及び

準耐火建築物割合は，下図（図 1 の C）のエリアパタ

ーンが 3 つ，区パターンが 2 つに分類されると考え

られる．区パターンでは 1，2 の順に，エリアパターン

では 2，1，3 の順に延焼危険が高いと思われる．こ

れよりエリアパターン 2 が相対的に多く存在する下

京区，中京区が京都市内では延焼危険が高いとい

える． 
(4) 今後の展開：今後は，他の事例からもモデル地域を

作成すること，準耐火建築物の判定式の精度を向

上させること，全国を解析対処に解析することを課

題とする． 
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C 配置パターン 

B メッシュに対する準耐火建築 
物割合 

A 画像相関値 

図 1 A：画像相関平均値の分布で赤色が

高く緑色が低い値． B：メッシュ面積に

対する準耐火建築物の建築面積の割合の

分布で赤色が高く緑色が低い．C：解析指

標を用いて分類した地区パターン 


